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１．嘉手納飛行場より南の駐留軍用地跡地利用関係市町村担当者会議の開催 
（１）開催趣旨

「沖縄 21 世紀ビジョン」では、今後返還が予定されている嘉手納飛行場より南の

大規模な駐留軍用地の跡地開発について、『広域的な観点から各跡地利用計画を総合

的に調整し、周辺都市地域と一体となった効率的整備を図る』とされている。 

また、沖縄県では、平成 22(2010)年度から、関係６市町村、地主会の協力のもと、

広域的な視点からの跡地利用の検討を行い、平成 24 年 11 月には、「嘉手納飛行場よ

り南の駐留軍用地跡地利用関係市町村連絡会議」を設置し、６施設の連携した跡地利

用の方向性を示す「広域構想」を関係６市町村とともに平成 25 年１月に策定した。

「広域構想」は、中南部都市圏を一体ととらえ、各跡地の特性を活かしつつ、広域的

な観点からの役割を分担･連携した開発によって、都市構造の再編及び都市機能の高

度化を図り、沖縄全体の発展を目指すものである。 

嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の返還が予定されている関係６市町村では、跡

地利用に向けた取組みが進められているが、返還時期がそれぞれ異なり、取組みの熟

度も異なる。また、「広域構想」策定から７年が経過し、次期振興計画との整合、社

会的情勢変化への対応等を踏まえた「広域構想」の実現に向けた検討が必要となる。 

そこで、昨年度、「広域構想」の実現に向けて継続的に検討を行うため、関係６市

町村及び沖縄県による「嘉手納飛行場より南の駐留軍用地跡地利用担当者会議（以下、

「跡地利用担当者会議」という。）」を開催した。昨年度は、「広域構想」の策定の背

景や意義等について理解の深度化を図り、広域的視点からの課題や跡地利用推進に

向けた課題等について意見交換を実施した。 

今年度においては、「跡地利用担当者会議」開催に先立ち、情報収集の一環として

関係市町村に対し個別にヒアリングを行い、跡地利用推進に向けた課題や抱える悩

み等について意見交換及び取組み状況等についての情報提供を頂いた。「跡地利用担

当者会議」では、関係市町村個別ヒアリングにおける意見交換及び提供頂いた情報か

ら議論テーマを設定し、意見交換及び跡地利用推進に向けた有効情報や課題の共有

を図った。 

○跡地利用担当者会議構成員
沖縄県、那覇市、宜野湾市、沖縄市、浦添市、北谷町、北中城村 

※事務局：沖縄県企画部企画調整課
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（２）開催概要
「跡地利用担当者会議」の開催概要は以下のとおりである。

表Ⅲ－１ 開催概要 

内容 

開催日 
令和元年 11 月 21 日（木） 

10：00～12：00 

場所 沖縄県庁 11 階第１・２会議室 

出席者 

・沖縄県（企画調整課）

・５市町村（那覇市、宜野湾市、沖縄市、浦添市、北谷町）

※北中城村は所用により欠席

・調査業務共同企業体（㈱ＵＲリンケージ、㈱国建、玉野総合コンサルタント

㈱、㈱オリエンタルコンサルタンツ）

（３）実施内容
「跡地利用担当者会議」の実施内容は以下のとおりである。

表Ⅲ－２ 実施内容 

実施項目 実施内容 

議事 

(１)「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想」について

①中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想の概要について

②広域構想における公園・緑地について

③土地の先行取得の進捗状況について

(２)地権者の意向醸成について

(３)その他

（４）配布資料
「跡地利用担当者会議」における配布資料は以下のとおりである。

・【資料１】「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想」について

① 中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想の概要について

② 広域構想における公園・緑地について

③ 土地の先行取得の進捗状況について

・【資料２】地権者の意向醸成に向けた取組み 

（関係市町村資料） 

① 那覇市

② 浦添市

③ 宜野湾市

④ 沖縄市

⑤ 北谷町

※北中城村は欠席のため提供資料なし

・【参考資料】 

① 関係市町村個別ヒアリングにおける主な意見

② 嘉手納より南の駐留軍用地の跡地利用に係る検討状況

③ 中南部都市圏における広域都市基盤整備及び開発の動向

④ 旧拠点返還地跡地利用推進交付金の活用について
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（５）会議出席者
会議参加者は関係市町村（那覇市・宜野湾市・沖縄市・浦添市・北谷町）から10名、

沖縄県から４名、調査業務共同企業体（JV）から11名の計25名であった。 

なお、関係市町村のうち、北中城村及び宜野湾市まち未来課は欠席であった。 

（６）会議風景

２．議事内容 
（１）「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想」について

①中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想
「広域構想」の概要について、事務局（県）より説明を行った。

②広域構想における公園・緑地について
事前に実施した関係市町村個別ヒアリングでは、「広域構想」で公園・緑地を地区

の 20％程度以上を確保することが目標とされているが、その確保が困難なことが多

くの市町村から課題として挙げられた。そこで、公園・緑地確保の必要性の背景や

整備方針等について理解を深めるため、「広域構想」における公園・緑地について重

点的に、事務局（JV）より説明を行った。 

③土地の先行取得の進捗状況について
関係市町村の駐留軍用地における土地の先行取得の進捗状況について、事務局（JV）

より説明を行った。 

④「広域構想」についての主な意見
「広域構想」について、意見交換を行った。主な意見は以下の通り。

・「広域構想」において、地区面積の 20％程度以上の公園・緑地を確保する目標

を設定したのは、「沖縄県広域緑地計画」では、緑地確保の目標水準を将来市街

地の 30％以上としている。那覇広域都市計画区域・コザ広域都市計画区域・石

川都市計画区域・名護都市計画区域の圏域（「沖縄県広域緑地計画」策定時の都

市計画区域）ごとの緑地確保率が当時の現状で 21.6％であり、目標水準を達成

するため、市街地面積の 30％以上の緑地確保を目標とした経緯がある。 
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・公園・緑地を地区面積の20％程度以上確保するという目標は、魅力的なまちづ

くりにつながると思うが、地権者の理解を得るのが難しい。事業を行う中で減

歩率が課題となるのではないか。 

・「中南部都市圏の広域的観点からの整備基本方針」にある維持管理については、

市町村にとって課題になると考えられる。 

・公園・緑地の維持管理についてだが、斜面地においては、擁壁を設けるより公

園・緑地とすることで事業費が安くなる効果がある。雑草対策等は、自然を残

し管理する場所では課題として残ると思われる。 

・公園・緑地を確保する必要性は理解できるが、沖縄県全体で 20％を目標と掲げ

ているならば、達成するために沖縄県の支援も必要なのではないか。公園・緑

地の確保が跡地利用の足かせになるのではないかと懸念している。 

・「広域構想」の更新については、駐留軍用地の返還時期が不透明なこともあり、

社会情勢の変化に応じて適宜対応していくことが考えられる。また、「広域構想」

でめざしている地区の20％程度以上の公園・緑地の確保が厳しいことは理解し

ている。公園・緑地の確保に当たっては、先行取得制度の活用が一助となるの

で引き続き活用いただきたい。 

・駐留軍用地の過半は、跡地利用計画が策定されていない状況である。これらを

踏まえ、当面は現行の「広域構想」の実現に向けて、引き続き取り組むことを

重視し、「広域構想」の更新については様々な状況を照らし適切な時期等を見据

えていきたい。 

・跡地利用推進法の期限が令和３年度末となっているが、過半の駐留軍用地の返

還が令和３年度以降となっており、国へ跡地利用推進法の延長と拡充を求めて

いきたいと考えている。まずは現「広域構想」の実現を目指して取り組み、将

来的な課題については、各市町村とともに検討していきたい。 
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（２）地権者の意向醸成に向けた取組み 

事前に実施した関係市町村個別ヒアリングでは、跡地利用推進に向けて、地権者

合意形成が多くの市町村から課題として挙げられた。そこで、各市町村が行ってい

る地権者の意向醸成に向けた取組み状況を関係市町村より説明して頂き、情報共有

を図った。 

①那覇市 
・平成18年度から地権者への情報共有及び合意形成のため、「がじゃんびら通信」

を発行している。近年では地権者への情報提供という点で重要性が増している。 

・跡地利用計画策定に向けた取組みについては、平成28年度に那覇軍港跡地利用計

画策定手順書（原案）を作成した。 

・「広域構想」策定以降は、「那覇軍港のまちづくりを考える次世代の会」と月に１

回のペースで、勉強会を行っている。 

・「那覇軍港のまちづくりを考える次世代の会」との勉強会や先進事例視察等の活

動内容については、「がじゃんびら通信」を通して地権者へ情報提供している。 

 

図Ⅲ－１ がじゃんびら通信総集編（１／４） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 那覇市提供資料 
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図Ⅲ－２ がじゃんびら通信総集編（２／４） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 那覇市提供資料 
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図Ⅲ－３ がじゃんびら通信総集編（３／４） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 那覇市提供資料 
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図Ⅲ－４ がじゃんびら通信総集編（４／４） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 那覇市提供資料 

 

②浦添市 
・地主会の下部組織として若手組織（チームまきほ21）が立ち上げられた。牧港補

給地区返還後速やかに跡地利用が図れるよう、調査・研究、並びに広報啓発活動

などに着手している。 

・昨年度は、地権者との勉強会を３回開催した。第１回は「キンザーの持つ資源の

活かし方を考える」、第２回は「キンザーの目指す都市型リゾートについて考え

る」、第３回は「分野別提言（案）検討と専門家との意見交換」をテーマとした。

その他、国のアドバイザー事業を活用し、名桜大学の大谷准教授を招いて、観光

について講演頂いた。 

・今年度は、牧港補給地区の跡地利用計画についての地権者アンケートの作成を予

定している。 

・来年度は、地権者に対してアンケート調査を行い、調査結果を踏まえて提言書の

作成を進める予定である。 
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図Ⅲ－５ 牧港補給地区（キャンプ・キンザー）まちづくりニュース（Vol.７） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 浦添市提供資料 
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③宜野湾市 
・西普天間住宅地区は既に返還され、事業実施段階に移行しており、今年度は、ま

ちづくりニュースの発行を考えているものの、地権者との意向醸成の段階ではな

いと思っている。 

・昨年度は、まちづくり活動の支援を目的に勉強会を行った。 

・平成14年からまちづくりニュースを発行しており、ホームページでも公開してい

る。 

・平成26年度に「土地利用計画（修正案）」に対する地権者アンケートを実施した。 

 

図Ⅲ－６ 宜野湾市�キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）跡地における地権者の意向醸成に向けた取組み 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 宜野湾市提供資料 

Ⅲ- 10



 第Ⅲ章 ｜ 嘉手納飛行場より南の駐留軍用地跡地利用関係市町村担当者会議の開催 

 
 

 

 

図Ⅲ－７ 跡地カルテ（キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 宜野湾市提供資料 
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④沖縄市 
・ロウワー・プラザ住宅地区は、北中城村に跨っているため、２市村共同で跡地利

用推進に向けた取組みを行っている。 

・平成19年度に返還が見送りになったことから、平成20年度に地権者組織の活動が

休止した。跡地利用計画も平成23年度以降は検討がされていない。 

・返還時期が令和６年度に迫っていることから、地権者組織の活動再開、跡地利用

計画の見直しに向けて、平成30年度から沖縄総合事務局のコンサル派遣制度を活

用して、北中城村と共同で地権者の意識醸成に向けて取り組んでいる。 

・今年度の地権者向けセミナーでは、浦添市の「チームまきほ21」の会長から、跡

地利用に向けた現在の取組み等を紹介いただいた。 

・現跡地利用計画について、12月にワークショップ形式で意見交換を行う予定であ

る。来年度以降も引き続き、地権者の意識醸成と跡地利用計画策定に向けて取り

組む予定である。 

 

図Ⅲ－８ キャンプ瑞慶覧 ロウワー・プラザ住宅地区等 まちづくりニュース（2019 年９月号） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 沖縄市提供資料 
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⑤北谷町
・跡地利用に関する構想や計画について取り組む際や、新たな地区の先行取得を行

う際には、事前に地権者へ説明会等を行い、地権者に周知している。 

・説明会の質疑応答では中々発言が難しいことから、説明会終了後に相談所を設け、

地権者から個別に相談を受けている。 

・キャンプ桑江南側地区では、年度ごとの先行取得状況や地権者説明会における説

明内容等を、まちづくりニュース及びホームページにて周知している。 

・キャンプ桑江南側地区では緑地・公園用地の先行取得を行っているが、進捗が思

わしくない状態であるため、戸別訪問を行っている。直接的な効果としては、若

干の伸びがある程度だが、自分の土地が対象となっていることを戸別訪問を受け

て初めて知ったなど間接的な効果もあるため、戸別訪問は続けていきたい。

・キャンプ瑞慶覧（施設技術部地区内の倉庫地区の一部）については、平成28年度

から地権者から、返還される地区の代表者で結成される地権者会で勉強会を行い、

跡地利用に向けた検討を行っている。

図Ⅲ－９ キャンプ桑江南側地区まちづくりニュース 第 20 号（１/２） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 北谷町提供資料 
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図Ⅲ－10 キャンプ桑江南側地区まちづくりニュース 第 20 号（２/２） 
出典：令和元年度跡地利用担当者会議 北谷町提供資料 

図Ⅲ－11 キャンプ桑江南側地区 平成 30 年度まちづくり説明会資料（１/４） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 北谷町提供資料

Ⅲ- 14



 第Ⅲ章 ｜ 嘉手納飛行場より南の駐留軍用地跡地利用関係市町村担当者会議の開催 

 

 

 

 

図Ⅲ－12 キャンプ桑江南側地区 平成 30 年度まちづくり説明会資料（２/４） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 北谷町提供資料  
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図Ⅲ－13 キャンプ桑江南側地区 平成 30 年度まちづくり説明会資料（３/４） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 北谷町提供資料  
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図Ⅲ－14 キャンプ桑江南側地区 平成 30 年度まちづくり説明会資料（４/４） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 北谷町提供資料 
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図Ⅲ－15 平成 30 年度キャンプ瑞慶覧返還地区 地権者説明会資料（１/３） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 北谷町提供資料 
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図Ⅲ－16 平成 30 年度キャンプ瑞慶覧返還地区 地権者説明会資料（２/３） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 北谷町提供資料 
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図Ⅲ－17 平成 30 年度キャンプ瑞慶覧返還地区 地権者説明会資料（３/３） 

出典：令和元年度跡地利用担当者会議 北谷町提供資料 
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⑥地権者の意向醸成に関する意見交換
関係市町村からの地権者の意向醸成に向けた取組みに係る説明を受けて、意見交

換を行った。主な意見は以下の通り。 

【浦添市関連】 

・「チームまきほ21」という地主会の下部組織がある。次年度は地権者の意向調査

を予定しており、調査結果を踏まえて提言書をまとめる予定であり、跡地利用に

関する提言書については、構想的なもので、エリア的な表現として提言書をまと

める予定である。

・浦添市は、地権者の勉強会を支援しているというスタンスである。

・「チームまきほ21」がまちづくり活動を行い、浦添市は、情報提供などの支援を

行い、検討した内容を浦添市へ提言することになる。

・現段階では、整備手法・施行者については決まっておらず、跡地整備をどのよう

に行うのか、事業のあり方・方向性を検討している。

【北谷町関連】 

・減歩率については、河川管理用道路を活用することにより公共用地（道路）を削

減することで減歩率軽減を図る予定である。

・公園・緑地の先行取得を行うことでさらなる減歩率軽減を図る。

・地権者説明会において、個別相談できる相談所を設置した。直接対面で相談でき

ることは、効果的である。

・跡地利用計画の策定時期が早すぎると、社会情勢の変化等による乖離等が心配で

あり、一方で返還の直前に取り組むと間に合わないことも考えられる。

・適切な跡地利用計画策定時期については、返還の２～３年前までには跡地利用計

画策定が必要であると思われる。キャンプ桑江南地区では、跡地利用計画策定か

ら10年が経過しており、社会情勢に合うコンセプトや配置計画の見直しを今後行

う予定であるが、返還予定が５～６年後なので、計画見直し後、さらに更新して

いくことを考えている。

【次期沖縄振興計画策定に向けて】 

・次期沖縄振興計画の策定に向けて、現在これまでの10年間の課題の洗い出しを行

う総点検を行っており、12月にその結果を公表予定である。沖縄県振興審議会に

置かれる９つの部会において検討を行っている。

・次期沖縄振興計画は、令和２年度末に計画素案を作成し、国と調整を行い令和４

年度からの計画期間を予定している。

・今年度は、これまでの10年間における成果と課題を明らかにする。質問にあった

産業振興や制度については、来年度議論する予定である。議論の柱となる骨子を

来年夏頃に示したうえで、来年秋頃からＰＲキャラバンを実施し、市町村の意見

も伺っていく予定である。
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（３）その他
①交付金の活用について

交付金活用の先行事例として、参考資料の「④旧拠点返還地跡地利用推進交付金

の活用について」について、宜野湾市より説明頂いた。 

〇沖縄振興特定推進事業費について 
・「沖縄振興特定推進事業費」は令和元年度に新設された。市町村や民間事業者へ、

事業費として約30億円が交付される。

・参考資料④は、平成31年４月に当該事業補助金（旧拠点返還地跡地利用交付金事

業）の交付決定を受けた事業一覧である。

【令和元年度旧拠点返還地跡地利用交付金事業】 

・「跡地利用計画推進事業」は、以前から取り組んでいる地権者の合意形成活動に

対して支援を頂いた事業である。 

・「埋蔵文化財調査事業」は、事業の計画内容にあったトータライズ調査を保留と

した経緯があったので、残っている文化財調査を行っている。 

・「地区計画検討事業」は、西普天間住宅地区跡地において、地区計画に向けた取

組みを地権者と合意形成をしながら取り組んでいる。 

・「景観形成重点地区などの指定に向けた調査事業」は、地区に特化した形で、西

普天間住宅地区にあった形の景観形成の項目について、地権者と勉強をしながら

策定に向けて取り組んでいる。 

・「インダストリアル・コリドー地区に係る跡地利用計画検討調査事業」は、宜野

湾市基地政策部まち未来課で取り組んでいる。返還予定であるインダストリア

ル・コリドー地区のうち、宜野湾市に位置する25haの跡地利用について、地権者

と意見交換しながら取り組んでいる。 

・「市民駐車場整備調査事業」は、西普天間住宅地区の返還に伴う駐車場の需要に

ついて、既存の市街化地区、特に県道沿道の店舗の立地に対して、現地調査・既

存商店街の意見と、市としての駐車場計画を照らし合わせながら、事前調査を行

う事業である。 

図Ⅲ－18 参考資料④ 旧拠点返還地跡地利用推進交付金について 

出典：内閣府ホームページ（沖縄振興特定事業推進費(令和元年度～））より（内閣府／Ｒ１年） 
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②関係市町村個別ヒアリングにおける主な意見について 
参考資料の「①関係市町村個別ヒアリングにおける主な意見」について、意見交

換を行った。主な意見は以下の通り。 

なお、本意見交換の前提となる主な意見については、「３.（４）関係市町村個

別ヒアリングにおける主な意見（跡地利用推進に向けた課題）」に後述する。 

【高圧鉄塔への対応】 

・高圧鉄塔の移設に関しては、沖縄電力と各関係市町村で協議を行っているが、移

設費用等の事情から、協議が厳しい。沖縄電力と継続的に協議を進めるが、協議

の場に県にも入っていただき、調整をお願いしたい。景観形成や防災面からも、

鉄塔の移設や地中化を目指すべきだと考えている。 

【公園・緑地について】 

・公園・緑地の規模や、事業における減歩率の意見があったが、日本全国で考えて

も、新市街地開発における公園緑地率20％は決して高い数字ではない。 

・沖縄県の土地区画整理事業における減歩率の相場観がものすごく低いというとこ

がネックになっていると思われるが、緑によって土地の価値（地価や賃料）が上

がるという視点をいれないと、負担だけの話になる。 

・那覇新都心地区は土地の価値が上がっているが、地権者が自己活用するだけでは

価値の向上が難しいので、そこを十分に説明する必要がある。 

・先ほどPark-PFIとの意見があったが、儲かる公園はPark-PFIを導入することがで

きるが、緑地の維持管理については、エリアマネジメントの観点を入れる必要が

ある。ボランティアのようなものは長続きしないので、継続的に事業として成り

立つ仕組みづくりが必要である。 

・地権者を早い段階から巻き込むのが大事である。若手の会などの意識醸成を図っ

ていくことが重要となるのではないか。 

【本会議について】 

・普段から困っていることや、県への要望があれば、適宜情報提供頂きたい。 

・「広域構想」の実現に向けて進めていくことを目指したい。課題などあれば一緒

に考えていきたいと思っているので、ご協力頂けるようお願いしたい 
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（４）「跡地利用担当者会議」の意見交換を踏まえた次年度以降に取り組むべき課題 

今年度の「跡地利用担当者会議」における沖縄県・関係市町村の意見交換等を踏

まえ、「広域構想」の実現に向けて、次年度以降に取り組むべき課題を以下の通り

整理した。 

〇「広域構想」に示される公園・緑地面積の確保 
・「広域構想」でめざしている地区の20％程度以上の公園・緑地の確保が厳しい状況

にあることが確認された。公園・緑地の確保に当たっては、引き続き先行取得制度

を活用して実現に取り組む。 

〇「跡地利用推進法」の延長に向けた取組み 
・前述の先行取得制度等、跡地利用推進に資する事項が定められている「跡地利用推

進法」の期限は令和３年度末となっている。しかし、過半の駐留軍用地の返還が令

和４年度以降となっているなか、跡地利用推進に向けて、跡地利用推進法の延長

（国への要望）に向けた取組みが必要である。 

〇駐留軍用地内の高圧鉄塔移設に向けた協議・調整 
・駐留軍用地内に位置する高圧鉄塔の移設・地中化について、市町村（宜野湾市及び

北谷町）個別に沖縄電力と調整を行っているが、移設費用の問題から、沖縄電力か

ら移設・地中化は現実的ではないと指摘されている。県全体で協議・調整すべき事

項として取り組む必要がある。 
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３．関係市町村個別ヒアリングについて 
（１）実施目的 

関係市町村が抱える跡地利用推進に向けた課題や悩み等についての意見交換、取

組み状況等について情報収集を行うため、「跡地利用担当者会議」に先立ち、関係

市町村個別ヒアリングを実施した。 

 

（２）実施概要 
関係市町村個別ヒアリングの実施概要は以下のとおりである。 

表Ⅲ－３ 開催概要 

対象 日時 場所 出席者（関係市町村） 

那覇市 
令和元年 10 月 16 日（水） 

14：00～15：30 

那覇市役所 ７階 

701 会議室 
那覇軍港総合対策室 

浦添市 
令和元年 10 月９日（水） 

14：00～15：30 

浦添市役所 ４階 

企画調整会議室 
企画課 

宜野湾市 
令和元年 10 月 24 日（木） 

10：30～12：00 

宜野湾市役所 ３階 

第一常任委員会室 

まち未来課 

西普天間推進室 

沖縄市 
令和元年 10 月 29 日（火） 

14：00～15：30 

沖縄市役所 ５階 

建設部会議室 
都市計画担当 

北中城村 
令和元年 10 月 29 日（火） 

10：30～12：00 

北中城村役場第２庁舎 

３階 大会議室（東側） 
企画振興課 

北谷町 
令和元年 10 月 21 日（月） 

14：00～15：30 

北谷町役場 ２階 

204 会議室 
企画財政課 

 

（３）ヒアリング内容 
関係市町村個別ヒアリングにおけるヒアリング内容は以下のとおりである。 

表Ⅲ－４ ヒアリング内容 

実施項目 ヒアリング内容 

報告事項 （１）昨年度の担当者会議及び関係市町村ヒアリング結果の報告 

確認事項 

（１）「嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の概要及び跡地利用に向けた取組み」

の確認 

①駐留軍用地跡地利用計画の検討状況 

②土地の先行取得の進捗状況 

③上位・関連計画等の見直し状況等 

（２）「中南部都市圏における広域都市基盤整備及び開発の動向」の確認 

意見交換 

(議論)事項 

（１）市町村及び跡地周辺における都市課題、課題解決に資する跡地利用の方

向性 

（２）跡地利用推進に向けた課題や抱える悩みについて意見交換 
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（４）関係市町村個別ヒアリングにおける主な意見（跡地利用推進に向けた課題）
関係市町村が抱える跡地利用推進に向けた課題や悩み等についての意見交換、取

組み状況等について情報収集を行うため、「跡地利用担当者会議」に先立ち、関係

市町村に対し、個別にヒアリングを実施した。 

ヒアリングでは、関係市町村の担当者より跡地利用における課題等について、以

下のような意見が述べられた。 

① 那覇市
【那覇港湾施設】
・平成28年度作成の手順書（原案）作成以降の跡地利用計画策定に遅れが生じてい

る

② 浦添市
【牧港補給地区】
・跡地利用検討に向けた資金や人材の不足

・跡地間における広域的な視点からの産業や機能の分担

・跡地利用と西海岸地域の一体的な開発

・跡地利用と既成市街地の連携による魅力ある都市空間の形成

・地権者意向の把握

・公園・緑地の地区面積20％確保

・地主会の活動との連携

・事業の実現性を見据えた取組み

③ 宜野湾市
【普天間飛行場】
・市道宜野湾11号拡幅用地の先行返還に対する地権者の反発

【キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区跡地）】 
・高圧鉄塔への対応

【キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・コリドー等）】
・アクセス道路の設置により北谷町側で発生が想定される残地への対応

・公園・緑地の地区面積20％確保

・交通協議会による基幹バスの交通結節点としての位置づけ

④ 沖縄市
【キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）】
・状況の変化に伴う土地利用計画（素案）の見直しの実施

・地権者との合意形成の停滞及び地権者の代替わりによる跡地利用に関する認識不

足

・減歩率の高さにより懸念される合意形成への障害

・日米合同委員会のキャンプ瑞慶覧マスタープランにて道路が返還予定地区から外

されていることから想定される跡地の分断
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⑤ 北中城村
【キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）】
・状況の変化に伴う土地利用計画（素案）の見直しの実施

・地権者との合意形成の停滞及び地権者の代替わりによる跡地利用に関する認識不

足

・減歩率の高さにより懸念される合意形成への障害

・異なる都市計画区域を跨ぐことによる都市計画に係る手続等への課題

・一括交付金に統合されたことにより予算を他の事業と取り合いになっている。

【キャンプ瑞慶覧（喜舎場住宅地区）】 
・沖縄自動車道喜舎場スマートＩＣのフルインターチェンジ化に向けた取組みの停

滞

・インターの残地部分についての検討

⑥ 北谷町
【キャンプ桑江南側地区】
・公園・緑地の先行取得の伸び悩み

【陸軍貯油施設第一桑江タンク・ファーム】 
・計画策定の未実施

【キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・コリドー等）】
・高圧鉄塔への対応

【キャンプ瑞慶覧（施設技術部地区内の倉庫地区の一部）】
・施行主体が未決定

・減歩率の緩和
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第Ⅳ章 ｜ 広域構想の更新に向けた行動計画の検討 

第Ⅳ章 広域構想の実現に向けた行動計画の検討 

１．広域構想の実現に向けて

平成 25(2013)年１月の策定以降、「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想（以下「広

域構想」という）」の実現に向けて、さまざまな取組みが実施されている。期間の定めがな

い本構想であるが、これまでに２回（平成 26(2014)年３月、平成 31(2019)年３月）、駐留

軍用地の一部返還等を踏まえ、主に時点更新を理由としたパンフレットの改訂を行ってい

るが、今後、状況の変化に応じた改定の必要性が生じる可能性がある。 

本章では、更新（本構想の改定）が必要となる状況を整理し、広域構想の実現に向けた

行動計画として、更新に向けた取組みの流れを整理する。 

〇広域構想の位置づけと推進課題 
駐留軍用地跡地利用について、現沖縄振興計画（沖縄 21世紀ビジョン基本計画）におい

て、「長きにわたる米軍基地の存在により歪んだ沖縄の県土構造を再編する好機であり、そ

の開発においては基地の枠を超えた広域的かつ一体的な整備を図るとともに、各々の圏域

や地域が一体的に補完しあい、沖縄に潜在する発展の可能性を最大限に引き出していく必

要がある。」、「沖縄の８割以上の人口が集中し 100 万人を超える人口を有する中南部都市

圏においては、教育・文化、レジャー・産業、医療・福祉、公共交通等の高次都市機能の

集積、充実・強化により、アジアの主要都市に比肩する国際的な 100万都市圏の形成を図

るとともに、幹線道路の整備や鉄軌道を含めた新たな公共交通システムの導入により、北

部地域と中南部地域との交通アクセス向上を図り、沖縄の県土構造の骨格形成を推進す

る。」、「また、北部、中部、南部の圏域間の相互連携を強化し、医療、福祉、教育、産業を

はじめ一圏域では解決困難な広域的な行政課題の解決を図るとともに、それぞれの地域資

源の広域的活用によって、各圏域の個性と特長を伸ばし、県全体を牽引する力強い地域圏

を形成する。」として位置づけられている。 

この位置づけのもとに、各々の駐留軍用地ごとに跡地利用計画を策定するとともに、広

域的な観点からの調整及び地域の枠を超え、効果的な連携を推進するために、沖縄県は関

係６市町村（那覇市、宜野湾市、浦添市、沖縄市、北谷町、北中城村）と連携し、平成 25(2013)

年１月に「広域構想」を策定している。広域構想は、「沖縄 21世紀ビジョン基本計画」と

整合するものであり、関連する計画等へ駐留軍用地跡地の有効利用及び県土構造再編の観

点からその内容が反映されるものである。また、現在関係市町村で取り組んでいる「市町

村跡地利用計画」は、必ずしも広域構想と整合することを拘束されるものではないが、県

全体の発展を見据えた広域的観点から、本構想の内容を反映させていく必要がある。広域

構想及び広域構想を反映した市町村跡地利用計画は、駐留軍用地の返還見通しが立った時

点において、跡地利用推進法に規定する総合整備計画へと引き継がれる。 

広域構想策定以降、その具体化を推進するフェーズに入り、「広域構想の考え方や内容を
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広く県民及び地権者へ周知を徹底し、理解を深めること」、「県の分野別計画や関係市町村

の跡地利用計画との整合性、連動性を確保すること」、「広域構想に示された事業の実現性、

実効性を高めるための検討」、「国、県、関係市町村、地主会等の密接な連携に基づく推進

体制の構築」等に取り組んできた。これらの課題を解決し、広域構想の実現に向け、広域

構想の考えが各市町村の跡地利用計画へ反映されるよう、沖縄県のリーダーシップの下で、

関係市町村と連携を密にして調整してきたところである。 

〇広域構想更新の背景・必要性 
沖縄県においては、各跡地におけるプロジェクトが円滑に進むよう、また、基盤整備等

の環境整備を適時・適切に進めるとともに、各プロジェクトの相乗効果により県土に大き

な効果が発揮できるよう、その動向を的確に把握し、リードしていく必要がある。 

広域構想は、策定から７年が経過し、令和４(2022)年４月からの次期沖縄振興計画との

整合、駐留軍用地の返還状況や返還見通しへの対応、都市構造への変化の対応、社会的要

請や情勢変化への対応等を踏まえると、今後それらを踏まえた更新が考えられる。更新の

背景・必要性を確認するために把握しておくべき事項として、以下の点があげられる。 

（駐留軍用地の返還状況・見通し） 
広域構想策定後の平成 25(2013)年４月に「沖縄における在日米軍施設・区域に関する統

合計画」が公表され、返還区域・時期が明示された。キャンプ瑞慶覧は一部区域の返還と

され、本構想の対象とする駐留軍用地の対象範囲と返還予定地と異なる不整合が生じてい

る。また、多くの駐留軍用地の返還は、令和６(2024)･７(2025)年度又はその後であり、跡

地利用推進法失効後※となっている。 

※跡地利用推進法（沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の促進に関す

る特別措置法）は、軍転法（沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別措置に関す

る法律）の跡地利用にかかる部分を中心に内容を拡充した改正法で、平成 24(2012)年

３月に施行され、令和４(2022)年３月末で失効する時限法である。平成 27(2015)年３

月には、さらに制度改正された。

（各跡地利用計画の検討状況） 
西普天間住宅地区が平成 27(2015)年３月に返還され、沖縄防衛局による支障除去措置を

経て、平成 30(2018)年３月に土地が引き渡された。西普天間住宅地区の跡地利用としては、

沖縄健康医療拠点の形成を目指し、「沖縄健康医療拠点を核とした都市機能と水・みどり・

文化の調和した住環境がつながるまち」をコンセプトに土地区画整理事業を実施中であり、

令和７(2025)年の琉球大学医学部及び同附属病院の開学・開院に向けて、令和２(2020)年

５月に仮換地指定、同年８月に工事着手を予定している。 

また、各跡地利用計画の検討も推進されている。 
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（上位計画の改定等に向けた動向や関連計画の検討状況等） 
「沖縄 21世紀ビジョン」関連施策を補完・強化・促進する「沖縄県アジア経済戦略構想」

が平成 27(2015)年９月に策定された。本構想は、地の風土や個性を大切にしながら、外国

人観光客の増加や県産品の輸出拡大などアジアのダイナミズムを取り込むことにより、沖

縄県の経済全体の発展・成長を目指すものである。 

広域構想では、「鉄軌道を含む新たな公共交通システム」の導入を検討することを掲げて

いる。沖縄県は平成 30(2018)年５月に「沖縄鉄軌道の構想段階における計画書」を公表し、

鉄軌道ルートの方向性を明示した。 

さらに、「沖縄県広域緑地計画」の改定等、中南部都市圏を取り巻く関連計画の更新状況

を適切に反映する必要がある。 

また、これらの駐留軍用地の跡地の有効活用を見据えた西海岸地域の開発の方向性につ

いて、今後、関係機関や３市町（北谷町、宜野湾市、浦添市）と連携して取り組んでいく

必要があることから、西海岸地域の開発のあり方と今後の進め方について「西海岸地域開

発整備有識者懇談会」による提言書が平成 30(2018)年３月にとりまとめられた。本提言は、

西海岸地域内の連携をはじめ、駐留軍用地跡地利用との連携を図り、西海岸地域内におけ

る世界水準の都市型オーシャンフロント・リゾート地の形成を進める観点から、「リゾート

地づくり（機能導入）」「風景づくり（景観）」「移動環境づくり（交通）」の３つを提言の柱

としている。 

（県内の開発動向） 
沖縄の入域観光客は大幅に増加しており、平成 30(2018)年には 1,000万人を超え、６年

連続過去最高を更新した。また、沖縄の空の玄関口・那覇空港の機能強化として、第二滑

走路が令和２(2020)年３月から供用開始されることや、国内・海外航空路線の拡充の動き

を背景に、観光客の増加の勢いが続くと見込まれる。 

広域的道路ネットワークである沖縄西海岸道路についても整備推進が図られている。ま

た広域構想では、跡地を活用した広域的な幹線道路の整備を目指しているが、沖縄県では、

「普天間飛行場跡地等道路整備検討会議」が平成 29(2017)年３月に、「宜野湾横断道路東

側ルート検討委員会」が平成 30(2018)年８月に設置され、普天間飛行場跡地及び周辺にお

ける道路網全体の検討や、宜野湾横断道路東側区間の事業化に関する検討が進められてい

る。 

また、東海岸地域では、大型ＭＩＣＥ施設整備が計画されており、跡地利用の機能導入

にあたっては、連携等を視野に入れることが考えられる。 
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２．広域構想の実現に向けた行動計画（案） 

前項を踏まえつつ、各駐留軍用地跡地の返還時期は流動的で、跡地ごとに時間差がある

ことから、更新にあたっては、令和４(2022)年４月からの 10 年間を計画期間とする次期

沖縄振興計画や跡地利用推進法が令和４(2022)年３月末に期限を迎えることも鑑み、令和

４(2022)年４月以降、返還予定地の跡地利用に向けた計画の策定を進めるうえで前提とな

る大きな動向変化や条件変更が生じたタイミングでの更新が考えられる。更新のタイミン

グとして、例えば、都市構造に大きな影響をもたらす大規模駐留軍用地の返還見通しの確

度の高まりなどが考えられる。なお、更新にあわせて、各跡地利用は、密集市街地等の周

辺市街地が抱える都市課題の解決にもつながることから、周辺地域との連携にあり方につ

いても示していくことが考えられる。 

 

広域構想は、沖縄県・関係市町村共同で取り組み、上位計画、県の分野別計画、関係市

町村の計画との整合性・連動を確保することから、「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域

構想策定（更新）検討委員会（以下「検討委員会」という）」を設置し、検討委員会におけ

る検討を通して更新（案）を作成し、パブリックコメントを経て、「嘉手納飛行場より南の

駐留軍用地跡地利用関係市町村連絡会議（以下「市町村連絡会議」という）に諮り、更新

を行う。 

広域構想策定時の体制を引き継ぎ、検討委員会は、事務局を沖縄県に置き、都市計画、

経済等を専門とする有識者委員、地権者代表として各市町村地主会会長、行政側委員とし

て各副市町村長による組成を想定する。また、市町村連絡会議は、設置要綱※１に基づき、

沖縄県副知事、各市町村長の７名から構成されるもので、市町村連絡会議に付議すべき事

項についての協議・検討は、その下部組織である行政幹事会（沖縄県企画部企画調整課長、

各市町村関係課長により構成）にて適宜行う。さらに、広域構想の実現に向けて継続的に

検討を行うことを目的に平成 30(2018)年度から開催している「嘉手納飛行場より南の駐留

軍用地跡地利用関係市町村担当者会議」（沖縄県及び各市町村関係課担当者により構成）も

適宜開催を想定する。 

 

次頁に、広域構想更新に向けた行動計画として、更新に向けた取組みの流れを整理する。 
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図Ⅳ－１ 広域構想更新に向けた取組みフロー 
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※１：（参考）市町村連絡会議設置要綱
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第Ⅴ章 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 

１．県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 

本章では、県内の既返還跡地における開発概要と、駐留軍用地の跡地利用の特性について

既存資料等を踏まえた整理を行う。本章の流れを以下に記載する。

（１）整理対象の考え方 

（２）県内の既返還跡地に

おける開発概要 

（３）駐留軍用地の跡地 

利用の特性の整理 

（４）位置図データへの 

反映 

・本章で対象とする米軍基地の考え方を示す

・開発概要等整理後の区分を示す

・開発概要について既存資料より整理する項

目とその内容を示す

・跡地利用の特性について既存資料よりイン

デックス的な情報の整理手順と内容を示す

・これまで整理した内容を属性として沖縄県

提供の跡地の位置図データに追加する

【補足】本章における跡地に関連する用語

沖縄県の米軍基地：戦後～現在までの全ての米軍施

設（既返還と米軍基地範囲を含む）

返還跡地：既に返還された米軍施設

米軍基地範囲：2019 年末時点で米軍基地範囲の施設 
全部返還（復帰前）：沖縄本土復帰前に施設の全区域

が返還された施設

全部返還（復帰以降）：沖縄本土復帰以降に施設の全

区域が返還された施設

一部返還：沖縄本土復帰以降に施設の一部が返還さ

れた施設（米軍基地範囲を有する）

返還：日米による返還合意のある米軍施設
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（１）整理対象の考え方 
整理の対象として、「沖縄の米軍及び自衛隊基地（統計資料集）（R１.８）」記載の沖縄本土

復帰以降返還又は現存の 87 施設（②全部返還・③一部返還・④米軍基地範囲の合計数）と、

沖縄本土復帰以前に返還された 27施設（①全部返還）の計 114施設を対象に、開発概要の整

理を行った。 

また、復帰以降返還の 80施設（②全部返還・③一部返還）を対象に、跡地利用の特性の整

理を行った。 

加えて、開発概要等整理後の区分として、「返還跡地」（①全部返還・②全部返還・③一部

返還の返還区域）、「嘉手納飛行場以南の土地の返還」（統合計画による⑤返還予定の地区）、

「米軍基地範囲」（③一部返還の米軍基地範囲区域・④米軍基地範囲）の３つとした。 

 

 
図Ⅴ－１ 整理対象の考え方 
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（２）県内の既返還跡地における開発概要 
県内の既返還跡地における開発概要として、県内（離島含む）の返還跡地の情報の整理を

実施した。情報の整理にあたり、「沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画（H25.4）」

（以下、統合計画）に基づく嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の返還が予定されている６施

設並びに米軍基地範囲を含めた、情報の整理（合計 114 施設）の実施内容は以下のとおりで

ある。 

 

表Ⅴ－１ 情報整理の実施内容 

実施内容 
返還跡地 嘉手納飛行場以南の 

土地の返還 
米軍基地範囲 

復帰以降 復帰前 

対象 80 施設 27 施設 ６施設 15地区 32 施設 

名称 
施設名 

＊施設名より記載 

施設名 

米軍基地環境カル

テのデータ参考 

施設名(地区名) 

＊施設名より記載 

施設名 

＊施設名より記載 

状態※ 

全部返還 

一部返還 

＊の備考欄より返

還状況を記載 

全部返還 
返還予定 

返還済 
米軍基地範囲 

面積 

(ha) 

返還面積 

＊施設返還より返

還面積を記載 

 
返還予定面積 

＃返還予定面積より記載 

現在の面積 

＊現在の面積を記載 

時期 

返還年 

建物等の小規模な

返還と記載(建物

等の場合) 

＊返還年月日より

記載 

復帰前全部返還 

返還予定時期 

既に返還済みの地区は返還

年月日記載 

＃返還予定時期より記載 

 

※「嘉手納飛行場以南の土地の返還」については地区名での位置づけのため 

既に返還されている地区の状態は「返還済」として表記する 

 

【出典】＊：沖縄の米軍及び自衛隊基地（統計資料集）（R１.８）より 

＃：沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画より 
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第Ⅴ章 ｜ 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 

表Ⅴ－２ 情報の整理（１/４） 

【返還跡地-１】 
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 第Ⅴ章 ｜ 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 
 
 

表Ⅴ－３ 情報の整理（２/４） 

【返還跡地-２】 
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 第Ⅴ章 ｜ 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 
 
 

表Ⅴ－４ 情報の整理（３/４） 

【嘉手納飛行場以南の土地の返還】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※「嘉手納飛行場以南の土地の返還」については地区名での位置づけのため

既に返還されている地区の状態は「返還済」として表記する 
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 第Ⅴ章 ｜ 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 
 
 

表Ⅴ－５ 情報の整理（４/４） 

【米軍基地範囲】 
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 第Ⅴ章 ｜ 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 
 
（３）駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 

（１）で整理した返還跡地及び一部返還の返還区域の 80 施設を対象として、駐留軍用地の跡

地利用の特性の整理を実施した。 
跡地利用の特性については、インデックス的な情報として沖縄県地図情報システムでの活用

を見据え整理した。主な跡地利用の実施内容は以下のとおりである。 
 

表Ⅴ－６ 跡地利用の特性の整理の実施内容 

実施内容 返還跡地 

対象 ８０施設 

主な跡地利用 

 「駐留軍用地跡地利用促進事業調査（H27）」に記載の市町村別・施設別 返還跡

地利用状況に基づき、事業分野を主な跡地利用として分類※１ 

 各施設の主な跡地利用ごとに面積を分類し、既返還面積全体に対する割合を算

定。面積割合 10％以上について、主な跡地利用として整理⇒整理結果は表Ⅴ-７

～８参照（10％以上は赤塗り表示） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※１【補足】事業分野の考え方 
「駐留軍用地跡地利用状況調査（H27）」における駐留軍用地跡地整備利用状況より、【公共の

利用】と【個人、企業の利用】の内容を再分類した。なお、それ以外は「駐留軍用地跡地利用

促進事業調査（H27）」に記載の項目を踏襲した。 
図-駐留軍用地跡地整備利用状況 【再分類】 

 道路公園 
 その他インフラ 
 公共公益施設 
 市街地整備 
 観光・レジャー 
 工業・流通施設用地 
 農用地・畜産用地 
 その他 
【踏襲】 
 自衛隊の利用 
 米軍への再提供 
 保全地 
 利用困難地等（未利用地） 
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 第Ⅴ章 ｜ 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 
 
 

表Ⅴ－７ 跡地利用の特性の整理（割合 １/２） 
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第Ⅴ章 ｜ 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 

表Ⅴ－８ 跡地利用の特性の整理（割合 ２/２） 
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 第Ⅴ章 ｜ 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 
 
（４）位置図データへの反映 

（２）開発概要と（３）跡地利用の特性については、沖縄県地図情報システムでの活用を見

据え跡地利用の特性として、沖縄県所有の跡地の位置図データ（GIS 形式：空間情報・属性情

報）へ属性として反映した。データ反映にあたっての定義書を以下に記載し、表示イメージは

次頁の通りである。 
 

【データ定義書】 

 

 

 

 

 

  

Ⅴ- 11



第Ⅴ章 ｜ 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 

図Ⅴ－２ 地図情報の位置図の全体イメージ 

※図は調整中の内容であり、実際の位置関係と異なる部分があります
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第Ⅴ章 ｜ 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 

図Ⅴ－３ 地図情報の位置図の部分イメージ 

※図は調整中の内容であり、実際の位置関係と異なる部分があります
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第Ⅴ章 ｜ 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 

表Ⅴ－９ 地図情報の属性情報（１/３） 
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第Ⅴ章 ｜ 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 

表Ⅴ－10 地図情報の属性情報（２/３） 
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第Ⅴ章 ｜ 県内の既返還跡地における開発概要及び駐留軍用地の跡地利用の特性の整理 

表Ⅴ－11 地図情報の属性情報（３/３） 
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資料編 

１．中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想の説明資料 

平成 25(2013)年１月に、沖縄県・関係６市町村（那覇市、宜野湾市、浦添市、沖縄市、

北谷町、北中城村）により策定された「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想」の概

要説明用パワーポイントを作成した。本説明資料は、内閣府による「第２回基地跡地の未

来に関する懇談会（令和元年 10 月８日開催）」において概要説明資料として使用するとと

もに、本業務で会議運営支援を行った「嘉手納飛行場より南の駐留軍用地跡地利用関係市

町村担当者会議」においても使用した。なお、会議で使用したスライドに加え、参考とし

て、各返還駐留軍用地跡地の整備方針にかかるスライドも作成した。 

次頁以降に、作成資料を付す。 
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〇概要説明用スライド 
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〇（参考）各返還駐留軍用地跡地の整備方針スライド 
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	（３）－３－４－２－５　沖縄市都市計画マスタープラン（平成22年3月、沖縄市）
	【計画期間：平成18～平成37年(令和７年)】
	（３）－３－４－３　跡地利用の検討状況
	（３）－３－４－３－１　土地利用
	（３）－３－４－３－２　都市基盤
	〇地域環境等整備の考え方

	02_2_3-5_キャンプ瑞慶覧（喜舎場住宅地区の一部）_200515
	（３）－３－５　喜舎場住宅地区の一部
	（３）－３－５－１　跡地利用に向けた検討経緯
	（３）－３－５－２　上位・関連計画における位置づけ
	（３）－３－５－２－１　那覇広域都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」
	（平成29年６月変更、沖縄県）【目標年次：平成42年(令和12年)】
	（３）－３－５－２－２　第4次北中城村総合計画（平成27年12月、北中城村）
	【計画期間：平成27～平成36年度(令和６年度)】
	（３）－３－５－３　跡地利用の検討状況
	（３）－３－５－３－１　土地利用
	（３）－３－５－３－２　都市基盤
	〇道路
	〇地域環境等整備の考え方

	02_2_4_普天間飛行場_200515
	（４）普天間飛行場の検討状況
	（４）－１　跡地利用に向けた検討経緯
	（４）－２　上位・関連計画における位置づけ
	（４）－２－１　那覇広域都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」
	（平成29年６月、沖縄県）【目標年次：平成42年(令和12年)】
	（４）－２－２　第4次宜野湾市総合計画
	（平成29年4月、宜野湾市）【計画期間：平成29～平成36年度(令和６年度)】
	（４）－２－３　宜野湾市都市計画マスタープラン
	（平成29年12月改訂、宜野湾市）【目標年次：平成32年度(令和２年度)】
	（４）－３　跡地利用の検討状況
	（４）－３－１　土地利用
	①全体計画の中間取りまとめ（平成25年３月）
	②西海岸地域の開発のあり方について提言書（平成30年３月）
	（４）－３－２　都市基盤
	〇道路
	〇公共交通
	〇緑地空間
	〇地域環境等整備の考え方

	02_2_5_牧港補給地区_200515
	（５）牧港補給地区の検討状況
	（５）－１　跡地利用に向けた検討経緯
	（５）－２　上位・関連計画における位置づけ
	（５）－２－１　那覇広域都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」
	（５）－２－２　第４次浦添市総合計画
	（５）－２－３　浦添市都市計画マスタープラン
	（５）－３　跡地利用計画の検討状況　※牧港補給地区跡地利用基本計画（平成24年度より）
	（５）－３－１　土地利用計画
	（５）－３－２　都市基盤
	〇交通・道路計画
	（５）－３－３　地域環境形成等整備の考え方
	〇公園緑地計画
	〇風景・景観計画
	〇自然環境・エネルギー計画

	02_2_6_那覇港湾施設_200511
	（６）那覇港湾施設の検討状況
	（６）－１　跡地利用に向けた検討経緯
	那覇軍港（那覇港湾施設）は、平成25年４月の「沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画」で、返還条件が満たされ、返還のための必要な手続きの完了後、令和10年度（2028年度）又はその後に返還が可能と返還時期が明示されている。
	那覇軍港の跡地利用に関しては、平成７年度に「那覇軍港跡地利用計画基本構想【統一案】」を策定した後、合意形成活動の進め方をまとめた「合意形成活動全体計画」を平成18年度に策定し、平成24年度に同計画の見直しを行った。
	平成18年度から地権者との合意形成を進めており、平成27年度に企画構想段階の第１ステージが終了し、跡地利用計画を具体的に作成する第２ステージに入っている。平成28年度では、跡地利用計画の作り方（手順書）を作成し、平成29年度から計画づくりを進めている。
	（６）－２　上位・関連計画における位置づけ
	（６）－２－１　那覇広域都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」
	（平成29年６月変更、沖縄県）【目標年次：平成42年(令和12年)】
	那覇港湾施設の土地利用に関しては、次のように位置づけられている。
	（６）－２－２　第５次那覇市総合計画（平成30年３月、那覇市）
	【計画期間：平成30～平成39年度(令和９年度)】
	「なはで暮らし、働き、育てよう！笑顔広がる元気なまちNAHA～みんなでつなごう市民力～」をまちづくりの将来像として定めている。めざすまちの姿「自然環境と都市機能が調和した住みつづけたいまち　NAHA」の中で那覇港湾施設（那覇軍港）の跡地利用の促進が位置づけられている。
	（６）－２－３　那覇市都市計画マスタープラン
	(平成11年4月（平成２4年3月一部改定）、那覇市）※現在改定作業中
	【計画期間：平成11～平成31年度(令和元年度)】
	那覇港湾施設については、広域的な都市機能の集積する都心部と流通機能の拠点を形成している海浜部が近接していることから、地理的条件を活かした都市型リゾートゾーンの構成を推進する。
	那覇軍港における整備方針の中では、ウォーターフロントレクリエーションゾーン及び国際交流、商業、業務ゾーンなどの複合的な土地利用を図ることとされている。
	（６）－３　跡地利用計画の検討状況
	（６）－３－１　土地利用計画
	那覇港湾施設（那覇軍港）の跡地利用については、平成18年度に策定された「合意形成活動全体計画」（平成24年度見直し）に基づき、地権者とのまちづくり合意形成活動を継続的に実施している。
	「合意形成活動全体計画」では活動を３つのステージに区分し、第１ステージは「企画構想段階」で合意形成活動のための基礎的体制づくりを目標とし、第２ステージは「跡地利用方針・基本計画段階」で跡地利用計画策定を目標とし、第３ステージは「事業計画・事業段階」で事業着手を目標としている。
	平成27年度は、第２ステージへの移行に向け、有識者、地権者、行政等による合意形成推進委員会において検討を行い、その検討結果を踏まえ、平成28年度より第２ステージに移行し計画づくりに取り組んでいる。
	平成28年度では、跡地利用計画策定にかかる検討体制、プロセス、合意形成活動などをまとめた「那覇軍港跡地利用計画策定手順書（原案）」（以下、「手順書（原案）」という。）を作成している。
	平成29年度では、跡地利用計画検討の準備として、関連計画及び周辺動向などを開発条件として整理している。
	今後、「合意形成活動を基礎とした跡地利用計画づくり」と「適切な情報提供と次の世代の活動・環境づくり」の取組みを進めるとしている。
	図Ⅱ－28 那覇軍港まちづくりロードマップ
	（６）－３－２　都市基盤
	〇交通
	・那覇空港と他の拠点間を結ぶ利便性の高い公共交通システムの導入を検討する。
	〇地域環境等整備の考え方
	・ウォーターフロントに面して都心の憩いの場となる都市型プロムナードを配置する。
	・親水環境、歴史的資源、中心市街地への接近性、周辺の既存公園緑地等を踏まえた緑地ネットワークを形成する。
	・地区の20％以上の公園・緑地を配置する。

	02_3_1_過年度検討成果_200514
	3．広域的な課題の整理
	（１）過年度の検討成果の整理
	（１）－１　社会情勢の変化、開発・広域交通インフラの整備推進動向等の整理
	① 広域的な開発・立地動向都市機能分布状況
	〇抽出した都市機能及び状況
	② 広域交通インフラ
	（１）－２　駐留軍用地における周辺市街地の状況整理
	（１）－３　「基本方針」に関する事項の跡地レベルの状況整理
	〇跡地振興拠点
	（１）－４　駐留軍用地における自然・歴史文化資源の整理
	① キャンプ桑江南側地区及び陸軍貯油施設第1 桑江タンク・ファーム
	〇桑江集落に関する既存⽂献から得られた知⾒
	【地形】・東シナ海に面する沖積低地に立地し、肥沃な畑に囲まれていた。東側は琉球石灰岩の台地。
	【集落】・桑江駅があったことから、人や荷馬車が行き交う交通の要所となっていた。
	【宅地】・屋敷の多くは西向きであった。これは「背後に山があり、前方が水に面していること」を吉とする風水地理が理由であったと考えられる。
	・防風、防潮、火災時の延焼を防ぐことを目的とした屋敷囲いが見られた。樹種はガジュマル、ユーナ、フクギ等であった。
	・深く掘らなくても水が出たため、ほとんどの屋敷に井戸があり、その水質は良好であった。
	【道路】・集落内の生活道（スージ）は道幅３m程度で、馬車が１台通れるほどであった。
	・桑江馬場では、ウマハラセーや綱引き、沖縄相撲大会などが催されていた。日頃は市場が開かれるなど、集落の中心地となっていた。
	② キャンプ瑞慶覧
	〇北⾕集落に関する既存⽂献等から得られた知⾒
	【地形】・沖積低地に立地し、典型的な碁盤目状の集落形態をもつ。
	・海抜1.5m の平地の中で、周囲には県内有数の美田地であった北谷田圃(北谷ターブックヮ)と肥沃な畑に囲まれていた。北谷田圃は(普天間川からの取水が困難となったため)明治初期にサトウキビ畑へと転換された。
	【集落】・番所（現在の役場）が置かれ、明治19 年に小学校が設置されるなど、古くから行政と教育の中心地であった。
	・かつて白比川の河口は山原船が出入りし、港として賑わっていた。また、
	【宅地】・屋敷の向きは南向きで、理由としては、桑江集落と同様に山を背にする配置としたためと考えられる。
	・屋敷囲いには、フクギが多く見られた。
	・屋敷は道よりやや下がっており、屋敷の周囲には溝を設けていた。敷地をやや掘り下げることで防風効果を高めていたと考えられる。
	【道路】・集落の西側（現在の国道58 号）の馬場では、競馬や綱引きが行われた。馬場沿道には大小さまざまな商店が立ち並び、メインストリートとなっていた。
	〇⽟代勢集落に関する既存⽂献等から得られた知⾒
	【地形】・白比川沿岸に走る石灰岩の緩斜面（北谷部落東北の丘陵地）に位置する。南側の丘は長老山といい、北谷長老の拝所があった。
	【集落】・集落の北側と南側は小高い丘で、集落は東西に細長く延びていた。
	【宅地】・北谷集落同様、屋敷の向きは南で、山を背にする配置であった。・屋敷内にはカーブチやオートーなどの柑橘類も多く、季節には他所から買い入れに来たほどである。
	〇伝道集落から得られた知⾒
	【地形】・白比川沿岸に走る石灰岩の緩斜面に位置する。
	【宅地】・北谷集落同様、屋敷の向きは南で、山を背にする配置であった。
	・屋敷囲いには、防風林としてのガジュマル、ユーナ、フクギ等と用材としての竹があった。
	【その他】・集落北側の白比川に沿って、東西に延びる丘陵には、北谷三箇（北谷・玉代勢・伝道）の聖地となっている北谷グスクが位置する。
	・北谷城（ちゃたんぐすく）内には、イリヌウタキ、トゥン、アガリヌウタキの拝所がある。ほとんどの行事は北谷三箇で一緒に行っていた。
	〇普天間集落に関する既存⽂献等から得られた知⾒
	【地形】・琉球石灰岩の海岸段丘上に位置する。地形は北西部に傾斜しており、浸食谷となった普天間川に接する。
	・石灰岩の山やガマ（洞穴）が多いという特徴がある。
	【集落】・普天間は、交通の要所で多くの公共官庁（普天満宮、小学校等）が置かれた。
	・神宮から並松街道沿いには、商店が立ち並び、中部の中心地として繁栄していた。
	・集落の南から西にかけて広い耕地があって専業農家も多く、牛・馬・豚・山羊などが飼育されていた。
	【宅地】・屋敷囲いは、ガジュマル、島竹、フクギ等の雑木で、それらは台風対策と同時に日常生活の資源として利用された。（ガジュマル：薪、竹：籠類や用材、フクギ：建築用材 等）
	〇伊佐集落に関する既存⽂献等から得られた知⾒
	【地形】・北部は標高5ｍ以上の海岸低地、南部は海岸段丘から成立。南側に丘陵、西側は伊佐浜に面していた。
	【集落】・碁盤目状になっており、集落中央には道幅が広い（2～2.5ｍ）ナカミチがあり、ナカミチと直角にスージ道が広がっていた。スージ道は馬車が通れる1ｍ程度もあったが、多くは歩ける程度の狭い道であった。
	【宅地】・屋敷囲いは、普天間集落同様、ガジュマル、島竹、フクギ等の雑木であった。
	〇安仁屋集落に関する既存⽂献等から得られた知⾒
	【地形】・西部において普天間川河口の海岸低地、他が琉球石灰岩の海岸段丘（下位面30ｍ、上位面50～60ｍ）に位置していた。
	・集落の北と南にある２つの川と石灰岩台地による豊富な湧泉群が安仁屋の自然環境の特徴であった。
	【集落】・純農業部落で、主要作物はサトウキビ、水稲、甘藷、水芋であった。
	【宅地】・屋敷囲いは、普天間集落同様、ガジュマル、島竹、フクギ等の雑木であった。
	〇屋宜原集落に関する既存文献等から得られた知見
	【地形】・泥灰岩と琉球石灰岩から成る丘陵地の尾根及び傾斜地に位置する。
	・集落後方のクスヌヤマの谷あいには、河川やクムイがあり、水が豊富であった。
	【集落】・もともと喜舎場の屋取集落であったため、家屋が散々していた。
	【宅地】・ほとんどが南向きで、屋敷は道路に面しているところが良いとされていた。（三角形の敷地や四方が道路に囲まれている屋敷は嫌われた。）
	・屋敷囲いには竹やフクギ、ガジュマル、ツバキ、ユーナ等があり、屋敷林は防風対策から建築・生産・生活まで幅広く活用されていた。
	【道路】・起伏の大きい地形であったため、不便な小さい道が多かった。
	【その他】・部落発祥の歴史が比較的新しいせいか、村落としての聖地や拝所等を持たない。そのため、年中行事などはエイサーを除いては村落が主体となるものはなく、家族・親族を中心に行われる。
	〇瑞慶覧集落に関する既存文献等から得られた知見
	【地形】・集落のほとんどがマージであり、集落南部（馬場以南）はジャーガルとなっている。
	・集落は高い位置（海抜約60ｍ）に位置していた。ほとんどが平坦地であり、周囲には田畑や山林があった。集落の地下には鍾乳洞が発達している。
	【集落】・集落内の宅地は井然と区画され、ほぼ碁盤目状になっていた。
	・集落西側を南北に延びる道（県道）には、蔡温の時代に植えられたと伝えられる松並木が続いていた。
	【宅地】・家々は台風などに備えて、石垣や土手にフクギ・竹林などを配した家囲いを巡らせた。屋敷囲いは屋宜原集落と同様の樹種、活用をしていた。
	【道路】・長さ約220ｍ、幅約27ｍの馬場があり、両側に並松が並んでいた。近在で唯一広大な馬場で、沖縄競馬大会や学校対抗運動会等が催された。
	・部落内の道幅は荷馬車が通るくらいの広さがあった。
	③ 牧港補給地区
	〇小湾集落に関する既存文献等から得られた知見
	【地形】・海側の低地（集落中心部の標高4.5ｍ）に位置し、平坦地であった。ムラヤー付近が最も低く、北東に広がるにつれて緩やかに上がっていた。
	・集落東側には山林、西側には海、南側に小湾川、北側には田畑が広がり、四方それぞれ異なった環境に集落があった。
	【集落】・小湾集落は、中心に南北にのびたなナカミチを持ち、スージ（横道）により井然型（碁盤目状）に区画される。
	【宅地】・主屋の向きは、ほとんど南南西を向いている。ナカミチとほぼ直角のスージに主屋の棟を並行に揃えた地形にあった形となっている。
	・集落南側の一部の家屋では、道から10数㎝下がっている敷地があり、これは屋根にあたる風圧を抑えるためであると考えられる。雨水が溜まるため、水はけが良いことが条件。
	・屋敷囲いは、石垣の内側に植物を植えている囲いがほとんどであった。植物はガジュマルやフクギ等の防風林や果樹が植えられていた。
	【道路】・集落西側の海岸に向かうスージは南側に湾曲し潮風や水の浸入を防いだ。
	【その他】・昭和初期までは小湾川の河口（小湾港）に山原船が物資を運んでおり、港として繁栄していた。
	〇仲西集落に関する既存文献等から得られた知見
	【地形】・泥岩（クチャ）を基盤に琉球石灰岩の台地に位置し、台地の標高は20ｍ（集落中心部の標高26ｍ）となる。
	【集落】・県道に並行して南北方向に通じるナカミチとそれに直角に交わるスージにより、碁盤目状の集落になっていた。
	【宅地】・屋敷囲いには石灰岩の石積みで、その多くが野面積みであった。また、石積みの内側には防風、防火林また夏の日差しをさける緑陰樹としてガジュマルやユーナ、フクギ等を植樹していた。
	・各屋敷はほぼ南の同一方向に向いており、南向きの門であった。
	〇城間集落に関する既存文献等から得られた知見
	【地形】・海岸に沿って海岸低地（標高およそ5m以下）を形成し、内陸は下位段丘Ⅰ面（標高10～40m）で形成されている（集落中心部の標高27m）。集落の地形は、北に小高い丘があり、南へなだらかに傾斜している。
	【集落】・井然とした碁盤型の街区で形成されている。
	・戦前の屋敷数はおよそ400戸余りで、浦添の中で最も大きな集落であった。
	【宅地】・家屋は南向きになっており、沖縄の風水思想によるものであると考えられる。
	・集落内のほとんどの茅葺で、竹葺きが16軒、瓦葺きが57軒、トタン葺き1軒であった。
	④ 那覇港湾施設
	〇住吉、垣花、山下町に関する既存文献等から得られた知見
	【地形】・地区の大部分が海岸低地に位置しており、住吉町北部と山下町東部は埋立地となっている。また、本地区は元々「儀間村」という名前であり、儀間村は方言でヂーマといい、海浜が新しく陸地化した低地を示す地形地名である。
	・かつての本地域は残丘、岩丘が散在することから、浮道が発達した。屋良座森グスクや対岸の三重グスクが位置する突堤は、浮道の他にも導流堤の機能を有しており、それぞれのグスクは防衛の役割を果たしていた。
	・（住吉町）北側の住吉森をクサティ（腰当）として、南側の平坦地に住宅地が広がっていた。
	【集落】・港機能や陸上交通機能の充実化に相まって、県立水産試験場や郵便局、市場、病院、神社等の公共公益施設をはじめ、数多くの事業所が立地し、都市機能が集積していた。
	・（住吉町）1891（明治24）年頃には、刑務所（監獄所）があり、昭和初期に魚セリ市場、石油タンクが立地している。
	【交通】・（垣花町）明治中期ごろまで渡舟があったが、1903（明治36）年に明治橋が開通した。
	・（山下町）大正7年に軌道馬車、客馬車が開通し、街道筋は格別の賑わいを見せていた。首里・那覇から島尻地方への結節点であった。
	【宅地】・各屋敷は石垣囲いでフクギを植えて防風防火林としていた。
	【その他】・1903（明治36）年、土地整理事業完了時に垣花（垣花町、住吉町、山下町）を那覇区に編入し、1914（大正3）年に町名を設定した。
	⑤ ロウワー・プラザ住宅地区
	〇キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）に関する既存文献から得られた内容について
	キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）の一部が位置する沖縄市山里は、もとは山内集落及び諸見里集落の一部であり、その大部分は田畑として使用されており、一部分では山内・諸見里集落の屋取集落が見られる。
	山里の地名は昭和15年に山内・諸見里集落から各一字をとって付けられた。そのことからも現在の字山里は、山内と諸見里集落に属していたと考えられる。
	また、沖縄市文化財分布図より、キャンプ瑞慶覧内に沖縄市の文化財がないことが確認できる。
	以上より、当該地域には、旧集落の居住地でなく主に農地として利用されていたことや文化財が見られないことから、駐留軍用地跡地利用に反映すべき歴史文化資源や集落を構成する主な構成要素等については、特筆すべき事項がみられなかった。
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